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	 本稿では、近代経営組織論の父である Barnard, C. I.の理論から日本農業を分析する。
Barnard, C. I.理論は、日本農業に多様な示唆を与え今後、目指す方向を示してくれる。し






























一つの物差しとは、組織論の大著である Barnard, C. I. (1938) The Functions of the 
Executive Thirtieth Anniversary Edition, Harvard University Press.〈山本安次郎、田杉
競、飯野春樹訳[2013]『新訳 経営者の役割』ダイヤモンド社。〉（以下、「Barnard, C. I.」
は「バーナード」と略記）内の理論である。これまで日本農業は、経済学をはじめとして文
化人類学等の多様な視点から分析がなされてきた。経営学視点でいうと公の発行物では






























































（出所）Barnard, C. I. (1938) The Functions of the Executive Thirtieth Anniversary Edition, Harvard 
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